利益相反委員会細則

平成25年 3月26日制定

平成26年 8月29日改訂

平成27年 3月21日改訂

平成28年 3月18日改訂

平成28年11月17日改訂

（目的）

第１条　この細則は、日本寄生虫学会（以下「本学会」という））の各種委員会の設置に関する規程（平成27年3月21日改訂）の第２条に基づき設置された利益相反委員会（以下「委員会」という）の活動に必要な事項を定め、本学会員に対し、利益相反の考え方を示すとともに、本学会における研究活動の公正さと中立性を担保し、研究・教育活動を適切に推進することを目的とする。
（業務）

第２条　委員会は次に掲げる事項を協議し、理事会、評議員会、総会においてその活動を報告する。

 （1） 寄生虫学領域の研究における利益相反のマネージメントに関する方針を本学会に提示すること。

 （2） 上記方針に従い、本学会の役員の利益相反状態について審議すること。

 （3） 本学会の学術大会、支部大会における発表に関し、利益相反状態について審議すること。

 （4） 本学会の学術雑誌 Parasitology International の投稿論文に対し、利益相反状態について審議すること。

 （5）（2）〜（4）において著しい利益相反状態があると認めた場合、すみやかに理事長に報告をおこなう。

 （6） 日本医学会の利益相反委員会ならびに利益相反関係の集会に本学会を代表して参加し、日本医学会加盟会員間の情報共有をはかること。

 （7） その他、理事会が必要と認めた事項

（組織）

第３条　委員会は、次に掲げる者をもって組織する。

 （1） 本学会理事（本委員会担当）

 （2） 担当理事が指名する本学会員若干名

２.委員会に委員長をおき、担当理事がその任に当たる。

３.委員長は適宜委員会を開催する。

（委員の任期）

第４条　委員の任期は３年とし、重任は妨げない。ただし、委員が任期半ばで交代した場合、その任期は前任者の残任期間とする。

（組織の改廃）

第５条　本細則の改廃については委員会において審議し、委員長が理事会に諮り、理事会の議を経て決定する。
倫理委員会細則
平成25年 3月27日制定
平成26年 8月29日改訂
平成27年 3月21日改訂
平成28年11月17日改訂
（目的）
第１条　この細則は、日本寄生虫学会（以下「本学会」という）の各種委員会の設置に関する規程（平成27年3月21日改訂）の第２条の規定に基づき設置された倫理委員会（以下「委員会」という）の活動に必要な事項を定め、本学会の活動や運営、学会員の行う研究・教育・社会活動に倫理上の指針を与えることを目的とする。
（業務）
第２条　委員会は、前項の目的を達成するため、次に掲げる事項について審議するものとする。
　(1)　本学会の会員が、本学会又は会員が所属する機関の定める「研究倫理規定」に違反する行為があったと認める場合の当該会員資格に関する事項
　(2)　本学会が主導して行う出版物等に関する倫理調査
　(3)　その他、理事会あるいは委員会が必要と認めた事項
（組織）
第３条　委員会は、次に掲げる者をもって組織する。
　(1)　本学会理事（本委員会担当）
　(2)　担当理事が指名する本学会員若干名
　(3)　医学以外の外部有識者１名
２．委員会の委員長は担当理事がその任に当たる。
３．委員長は必要に応じて委員会を開催する。
４．委員は、職務上知り得た情報を正当な理由なくして漏らしてはならない。また、その職を退いたあとも同様とする。
５．外部委員は、第２条(1) (2)の事項を審議する際に、理事会の承認を得て、理事長が委嘱する。
６．委員会の開催は、委員の過半数の出席を必要とし、委員長が議長となる。
７．議事は出席委員の過半数をもって決し、可否同数の時は議長の決するところによる。
（委員の任期）
第４条　委員の任期は３年とし、重任は妨げない。ただし、委員が任期半ばで交代した場合、その任期は前任者の残任期間とする。
（細則の改廃）
第５条　本細則の改廃については委員会において審議し、委員長が理事会に諮り、理事会の議を経て決定する。
